
概要

一般会計
歳入歳出総額145億円

（対前年度比12.4％増） 令和５年度

当初予算
町の令和5年度予算の
概要を説明します。

一般会計 歳  入一般会計 歳  出

問  財務課財政係　☎767-2116

会計名 予算額 前年度比
 特別会計
国民健康保険特別会計 32億7,225万円 1.4%
介護保険特別会計 24億4,795万円 4.8%
後期高齢者医療特別会計 3億5,797万円 4.9%
町営墓地特別会計 1,397万円 27.3%
 公営企業会計

水 道 事 業 会 計
収益的 収入 10億5,207万円 △ 1.7%

支出 10億3,476万円 5.4%

資本的 収入 4億8,845万円 260.5%
支出 8億2,351万円 81.6%

下水 道 事 業 会 計
収益的 収入 13億4,504万円 △0.3%

支出 13億1,374万円 △1.4%

資本的 収入 2億2,207万円 △ 39.2%
支出 4億2,498万円 △ 18.6%

特別会計、公営企業会計 一般会計当初予算の推移

令和
３年度

80

90

100

110

120

130

140

150
（単位：億円）

令和
４年度

令和
５年度

121
億
７
千
万
円

129
億
円

145
億
円

 

　当
初
予
算
の
概
要

　
令
和
5
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
の
総
額
は

1
4
5
億
円
と
な
り
ま
し
た
。前
年
度
と
比
べ
て

16
億
円
、12
・
4
％
の
大
幅
な
増
と
な
り
、過
去

5
年
間
で
最
大
の
予
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

 

　歳
入
予
算
の
概
要

　
町
が
自
主
的
に
調
達
で
き
る
自
主
財
源
に
つ

い
て
は
、前
年
度
と
比
べ
て
、7
・
7
％
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。主
な
要
因
と
し
て
は
、大
型
商
業

施
設
の
進
出
に
よ
る
固
定
資
産
税
等
の
町
税
や
、

ふ
る
さ
と
納
税（
寄
附
金
）の
増
に
よ
る
も
の
で
す
。

 

　歳
出
予
算
の
概
要

　
令
和
5
年
度
に
お
い
て
は
、利
府
町
総
合
計

画
に
掲
げ
る「
充
実
し
た
子
育
て
支
援
等
の

推
進
」の
各
施
策
に
予
算
の
重
点
配
分
を
行
い

ま
し
た
。

　
主
な
事
業
と
し
て
は
、子
育
て
環
境
の
向
上

を
目
的
と
し
て
、新
た
に
小
中
学
校
給
食
費

無
料
化
事
業（
小
6
・
中
3
対
象
）を
実
施
す
る

ほ
か
、ベ
ビ
ー
フ
ァ
ー
ス
ト
活
動
宣
言
の
も
と
、

保
育
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
を
図
る
た
め
の
保
育
施

設
整
備
事
業
、地
域
力
の
維
持・強
化
や
活
性
化

を
図
る
た
め
、地
域
お
こ
し
協
力
隊
支
援
事
業

等
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
こ
の
ほ
か
、前
年
度
に
引
き
続
き
社
会
保
障

関
係
経
費（
扶
助
費
等
）が
増
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、老
朽
化
が
著
し
い
公
共
施
設
の
長
寿
命

化
対
策
や
、渋
滞
緩
和
対
策
と
し
て
道
路
整
備

事
業
に
も
積
極
的
に
取
り
組
み
、将
来
世
代
へ

の
負
担
に
も
配
慮
し
な
が
ら
、予
算
を
編
成
し

て
い
ま
す
。

自主財源

依存財源

歳 出
145億円

歳 出
145億円

歳 入
145億円

依存財源
69億6,431万円

48.0%

自主財源
75億3,569万円

52.0%

町税
51億3,768万円

35.4%

繰入金
13億3,678万円

9.2%

諸収入
3億6,779万円

2.5%使用料・手数料など
2億9,344万円

2.1%

寄附金
4億円
2.8%

国庫支出金
26億1,276万円

18.0%

町債
10億1,910万円

7.0%

地方交付税
12億500万円
8.3%

県支出金
10億35万円
6.9%

地方消費税交付金など
11億2,710万円

7.8%

民生費
59億9,855万円

41.4%

扶助費
31億1,877万円

21.5%

物件費
30億2,983万円

20.9%

補助費等
20億8,428万円

14.4%人件費
20億7,861万円
14.3%

普通建設事業費
12億5,781万円

8.7%

公債費
12億1,689万円

8.4%

繰出金
9億1,748万円
6.3% その他

7億9,633万円
5.5%

総務費
16億8,682万円

11.6%

教育費
15億2,301万円

10.5%

土木費
13億49万円
9.0%

公債費
12億1,689万円

8.4%

衛生費
10億9,500万円

7.5%

商工費
6億9,185万円
4.8%

消防費
4億7,478万円
3.3%

その他
5億1,261万円
3.5%

目的別に見た
歳出の状況

性質別に見た
歳出の状況

物件費
人件費、維持補修費、補助費
等以外の消費的性質の経費
の総称

人件費
議員報酬や町職員等の給与
等の経費

補助費
一部事務組合や町内の団体
等に補助する経費

扶助費
社会・児童・老人福祉法等に
基づき、被扶助者に対して、生活
を支援するために支出する経費

公債費
町が借り入れた債務（借金）の
返済に要する経費

繰出金
一般会計から特別・企業会計 
に支出される経費

普通建設事業費
道路や公共施設の新設・改修などの建設事業に要する投資
的経費 

403,417円

【歳出科目別】

（歳出総額÷人口）
※令和5年2月28日現在人口　35,943人

町民１人あたりの行政経費

合計

その他

14,261円

・議会費
・労働費
・災害復旧費
・農林水産業費
・予備費

…町税や施設使用料など、町が自主的に調達できる財源

…国や県の基準により決定され、交付される財源

民生費

166,891円
児童、高齢者、障害
者の福祉など

総務費

46,931円
課税徴収、防災、戸籍
事務など

教育費

42,373 円
学校教育、社会教育、体育
施設の維持管理など

公債費

33,856円
町の借金の返済費

衛生費

30,465円
環境保全、ごみの処
理など

土木費

36,182 円
道路、公園などの整
備や維持管理など

消防費

13,209 円
風水害・地震・津波を
含む災害防除など

商工費

19,249 円
商工、観光の振興など

※100%となるように
　端数調整しています。
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※100%となるように
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